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研究成果の概要（和文）：本研究では、グローバルな民間の自主規制（グローバル法）が、法規範としての「正
統性」を得る可能性として、①グローバル法の形成過程に民主的要素を取り入れること、②二次規範のような複
雑で確実性を有する「手続」を設定すること、③グローバル法が社会の一般的な利益と認定され、国家や国際機
構によって既存の法規範や制度に採用されることが求められることが明らかになった。そして、EUの科学・技術
管理の事例分析から、国家や国際機構と民間の協力（Public Private Partnership）の制度化の中でグローバル
法を活用することで、研究・開発支援とリスク管理の両立を実現するガバナンスの可能性を見出した。

研究成果の概要（英文）：In the fields of which are not yet legally institutionalized, non-state 
private actors make voluntary rules, now called the global laws, by themselves. The private actors 
need to be guaranteed to operate freely, therefore, the global law voluntarily formed by them plays 
an effective role in the global governance. However, the global law is made by private actors, so 
its legitimacy is doubtful because it lacks democracy and tends to be purposive. 
The aims of this research are to clarify the formation process of the global law and suggest 
theories which establish its legitimacy by use of the autopoietic system analysis. It examines how 
to assure the legitimacy of the global law in the international legal order. It also makes clear the
 theory of legitimacy through the democracy and complicated and indisputable procedures. As a 
conclusion, I propose to adopt the model of the EU science and technological governance in which the
 global law is elaborated by the Public-Private Partnership. 

研究分野：国際関係学、国際関係法、国際法社会学
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１．研究開始当初の背景 
 本研究では、これまでの研究で扱った、国
境を越えた非国家主体による自主規制が、重
層的な国際法規範の一つとして存在すること
の可能性と課題について、理論的・制度的側
面からの考察を試みた。 

本研究の社会的な背景としては、（1）国境
を越えたグローバルな空間での、国家や公的
国際機構以外の非国家主体（企業、NGOsなど）
の活動の活発化を踏まえ、国家、公的国際機
構、非国家主体の協力によるグローバル・ガ
バナンスが必要とされている、（2）高度に専
門的で変化が著しいために実定法が未整備な
分野（経済、情報、先端科学・技術など）では、
公的な法や制度の整備が追い付かず、非国家
主体による自主規制の役割が注目されている、
という 2 点があげられる。特に先端科学・技
術分野は、iPS 細胞の開発のように人類の抱
える問題を解決する手段となる可能性がある
一方でその倫理性が問われ、また、2011 年の
大震災に伴う原発事故のように、国境を越え
て直接的に人間の安全を脅かす存在となりう
る。それゆえ、その管理・規制が早急に求めら
れる分野であり、非国家主体による自主規制
が数多くみられる。 
 
２．研究の目的 
 「法は国家が作るもの」という国家と法の
一体性説の揺らぎのなか、恣意性や作成過程
の民主主義の欠缺、実効性への疑問などを理
由に、「法規範」としては不完全であることが
指摘される非国家主体の自主規制の「国際規
範性」を、理論的・制度的側面から明らかに
し、国際社会における「規範の重層化」に関す
る研究の基盤を確立することが、本研究の目
的である。本研究では、国境を越えた非国家
主体の自主規制を分析することで、それらの
「国際法規範性」を理論的・制度的側面から
明らかにする。そのためには、第 1 に非国家
主体による自主規制の性質とその課題を解明
し、第 2 にそれらの「国際法規範」としての
「正統性」を確保するための理論・制度を明
らかにし、第 3 に既存の法規範との関係につ
いて検討する。 
 
３．研究の方法 
 上記の研究内容を行うために、これまでの
研究で用いたオートポイエーシス理論を分析
の方法論として、先端科学・技術分野におけ
る非国家主体の自主規制の理論的・制度的分
析を試みる。具体的には、（1）国内外の先端科
学・技術に関する研究機関、専門家 NGOs、先
端科学・技術関連の企業、シンクタンク、国内
外の先端科学・技術担当省、国際機構などで、
非国家主体による自主規制に関する資料収集
およびインタビュー調査を行い、それらの理
論的・制度的分析を行う。それと同時に、（2）
諸機関の研究協力者と議論を重ね、得られた
知見を学術論文、学会報告及び出版の形で国
内外に発信する。 

 
４．研究成果 
（１）非国家主体による自主規制とは 

非国家主体による自主規制（通称グローバ
ル法）は、非国家的主体が、グローバル市民社
会と呼ばれるコミュニケーション・ネットワ
ークの中で、自らの活動領域における秩序の
維持を目的として、公的な立法過程に頼らず
に形成する「規範」であると捉えることがで
きる。国家や国際機構による規制が不十分あ
るいは追いつかない分野、特に経済、IT、医
療、スポーツ、環境、先端科学・技術の分野に
多くみられる。それらは、非国家的主体自ら
の活動領域、例えば経済、科学・技術、医療、
教育などに機能的に分化して発展し、機能分
化した領域の自己組織化の過程において形成
されるものである。すなわち、「規範」の空洞
化によって、これまで「規範」形成の「外部」
にいるとみなされてきた非国家的主体（専門
的職業従事者集団や、工場、研究機関、企業の
専門技術を有す知識層、熟練労働者、個人も
含まれる）が既存の法規範形成の枠組みに依
存しない形での自己統治を行っているといえ
る（ベック 1997: 36、 46）。歴史的には、中
世以来、教会法やイスラム法、ユダヤ法とい
った宗教法や、職業的慣習制度としての商人
法（lex mercatoria）、国際仲裁裁判所の採決
等が、国内法と同じ程度厳格に遵守されてい
た（レヴィ‐ブリュー 1972: 33-34）。 

 
（２）「法規範」としての正統性 
 しかし、このようなグローバル法は果たし
て「法規範」として捉えることはできるのか、
また、その「正統性」はどこに求められるのか
といった課題がある（Nölke 2006: 139）。規
範論の立場から考えると、そもそも「規範」と
は、ある一定の規則的な行為を導くものであ
り、「法規範」は規範一般の属性を持つととも
に、ある一定の権利・義務的な行為を規則的
に導くものであると捉えることができる。そ
の意味ではグローバル法も権利と義務の文脈
で捉えることができ、「法規範」とみなすこと
ができるであろう。しかし、近代以降、法規範
形成主体であった国家や国際機構は、直接あ
るいは間接的な民主的決定メカニズムに基礎
付けられることによって、その行為の正統性
を確保してきた。ここから、主権国家が人民
の一般意志としての法規範を形成することで、
その法規範の「正統性」が確保されるという、
法と国家の一体性説が導かれる。ところが、
グローバル法はそのような民主的決定メカニ
ズムの外で形成される「法規範」である。ま
た、主な主体が民間組織であることから、合
目的的な規範になりやすく規範自体が腐敗す
る可能性や、国際的な民間企業や専門家集団
による恣意的な権力の行使として、グローバ
ル法が形成される可能性を否定することはで
きない（Nölke 2006: 135-140）。加えて、グ
ローバル法には国内や国際法のような制裁や
法の執行機関が存在しないため、その実効性



を確保することが困難であると言うことを理
由に、法規範としての不完全さを指摘するこ
ともできる（Domingo 2010:100）。 
① 民主的要素の獲得 
そこで、近代以降は法規範に拘束される者

がその形成過程に参加すること、すなわち法
規範の形成過程における民主的要素が、その
法規範に対して「正統性」を与えてきたこと
から、グローバル法にも民主的決定メカニズ
ムを採り入れることで、「正統性」の課題を解
決できる可能性がある。この課題は、国境を
越えた民主主義をめぐる議論と関連している。
これは、グローバル法に関わらず、制度化さ
れた国際社会の中で幾度となく検討されてき
たテーマである。国境を越えたレベルでの A）
参加型民主制、B）審議型民主制、C）機能的民
主制、といったものが模索されている。しか
し、グローバルな領域では、民主的決定メカ
ニズムを設定することは困難であるとも指摘
されている。間接的な民主的決定メカニズム
を基盤とする国家間政治や制度化された国際
政治においても、そこでの民主的要素の欠如
が問題とされている。例えば、EU憲法条約の
失敗の原因の１つとして、その政策決定過程
における民主主義の赤字や民主的説明責任の
欠如といった問題が指摘された（Bono 2004: 
175-177）。その後 EU は EU 議会の権限強化を
中心とした民主化改革に乗り出したのだが、
現在でも重要な課題の一つとされている。確
かに、「投票」行為に基づく民主主義的制度を、
グローバルな領域で求めることは困難も多い。
しかし、「投票行為」よりも「意見の表明」や
「議論」を重視し、また「領域的な社会」とし
ての選挙区ではなく「利益共同体」としての
機能的選挙区を想定することで、グローバル
な領域に民主的な要素を与える可能性も存在
する（Peters 2009: 263-264）。 
② 手続を通じての「正統化」 
 19世紀以降、法による権利の実定化が徹底
されるに伴い、「正統性」は決定に拘束される
者が決定参加するということ以上に、法ある
いは「手続」の中に求められるようになった。
特に、グローバル法のような、複雑性と可変
性が著しい分野では、決定の「正統化」につい
ての民主主義的決定メカニズムとは異質な形
式が求められる（ルーマン 2003: 21）。「手続」
は行為の予期を一般化させ、行為の偶発性を
制限し、「〈開かれた〉同一性」を提供する、常
に行為に一定の方向性をもたらしうるものと
して組織される。このような「手続」による行
為の一般化が、「正統性」を獲得する条件とな
りうる（ルーマン 2003: 41）。なぜなら、「手
続」を経ることで、個々の決定の内容の正し
さについての一致がなくとも、システムを支
えるコンセンサスを得ることができるからで
ある。そこにおいて「手続」は、「個々の決定
が実現する価値とは独立した一種の一般的な
承認を見出だすのであり、その承認こそが、
拘束力のある決定の需要と尊重」を導く（ル
ーマン 2003: 20-21）。 

 このような「手続」を通しての「正統化」に
とって重要なことは、どのような内容の決定
がなされてもその決定に拘束されることの受
け入れと、決定そのものの受け入れとの区別
である 。そしてこの、「いかなる決定にも拘
束される」ということへの承認こそが、「正統
性」には不可欠な要素となる。ゆえに、グロー
バル法が拘束力を持つとみなされ、そこに関
わる者の行動の指針となることが承認される
場合、「正統性」が与えられるのである。「正統
性」を、価値の正しさの決定や内容について
の確信として狭く捉えてしまうことで、経済、
情報、先端科学・技術のような高度に専門的
で変化が著しく複雑性を有するために国家や
国際機構による規制が未整備である領域の管
理や、そこでの主体の行為の安定性を維持す
るシステムの形成への可能性を閉ざしてしま
う恐れがある。それは、グローバルな領域に
おける複雑性、可変性、矛盾性を否認するこ
とにもつながる。拘束力を持つ決定の制度化
を合目的的あるいは恣意的な結果とみなさず、
行為主体がグローバル法を自らの行動の前提
として受け入れることで、相手の行動を予期
することができる（ルーマン 2003: 22-24）。
この「受け入れ」は、グローバル法に反した場
合の「制裁」よりも、それらを受け入れること
によって得られる「保証」を学習する社会的
支持によって可能となる。そして、そのこと
がグローバル法に対して「正統性」を付与す
るのみならず、グローバル法の遵守に対して
安定性と実効性を与える（Luhmann 1984: 64-
67）。グローバル法の「正統性」は、制度化さ
れた「保証」と予期の構造によって与えられ
るのである。 
 現在のグローバル法における規範や制度の
多くは、合目的的に形成された一次規範と呼
ばれる行為規範である。そこで、そのような
一次規範を形成あるいは適用するための前提
条件となりうるような「手続」、すなわち、二
次規範の策定が、グローバル法が「正統性」を
得るための大きな足掛かりとなる。二次規範
とは、一次規範の承認、一次規範の導入・廃止
の権限付与、一次規範の変更手続きといった
ことを定める権限規範、及び一次規範の審査・
異議申立てに対応する規範であり。二次規範
が形成されることで、上位規範に則った下位
の規範や制度が形成される（ Hart 1997: 
Ch.5）。実際に、環境や人権、経済、コンピュ
ータ通信、国際生命倫理、国際スポーツなど
の分野では、すでに根本規範や異議申立て機
関としての裁判所が存在する（龍澤 2009: 
125）。 
 
（３）既存の法規範や制度との連携 

グローバル法は既存の法規範と独立して存
在する場合もあるが、グローバル法が国際的
な法規範や制度に採り入れられることもある。
具体例としては、ダイアモンドを中心とする
宝石類の取引において原産地証明の添付を義
務づけることで、内戦地域で産出される宝石



のうちで紛争当事者の資金源となるものを市
場から排除するための自主規制を課すキンバ
リー・プロセス（Kimberley Process）や、WHO
が各国の製薬会社と協力して作成したガイド
ラインによる薬品の安全性に関する国際規制
では、国家や国際機構と民間の行為主体の協
力（PPP: Public Private Partnership）によ
るガバナンスが行われている。 
 
（４）EU におけるロボット技術管理の事例 

そこで、国家や国際機構のみによっては規
制や管理が困難な分野において、グローバル
法を活用することでガバナンスを試みている
事例として、EUのロボット技術ガバナンスを
分析し、今後のグローバル法の可能性につい
て検討する。 

EU では AI ロボットの法規制が進められて
はいるが、技術の進歩に比べると、ロボット
によって起こりうる社会的な課題への法整備
は遅れをとっていると言わざるをえない 。一
方で、研究・開発や製品の安全性に関する規
制やルール作りに関しては、実質的には国家
や国際的な法規範の形成を待たずに、ISO 規
格や学会の倫理規範（1947年ニュルンベルク
綱領、1964 年世界医師会のヘルシンキ宣言、
1981年国際医学団体協議会のマニラ宣言など）
などによって行われているのが現状である。
そこで EUでは、PPP の枠組みにおいてグロー
バル法を有効的に利用することで、研究・開
発とリスク管理の両立を目指している。 
① PPPの制度化 
通常、PPPは公役務（Public Services）の

管理・運営のために、公的機関によって供給
されるべき業務やインフラを、公的機関と民
間の協力関係によって供給するために行われ
る公的機関と民間の協力関係である。公的な
契約の履行や公式の事業特許権を行使する混
合資本で構成される機関の設立もこれに含ま
れる。公的な機関のみによる業務やインフラ
の供給と比較した場合、PPP による公役務の
提供の方がより実効的かつ費用効果的である
可能性があり、かつ、生産と配分の実効性が
最もよく混ざり合った形態をとりうる。公的
機関と民間機関の相関的な力と長所の、適切
な 利 用 を 行 う こ と が で き る の で あ る
（Oosterlinck 2014: 1）。また、公的機関と
リスクと資金の分担ができることは、民間の
研究機関や企業が PPP に参加するインセンテ
ィブにつながる。特に先端科学・技術の開発
に関しては、高度で大規模プロジェクトにな
るため、必然的に国家や公的機関だけでなく
民間も含めた国際的な協力が不可欠となる。
このような PPP は EUにおいて、動産・不動産
の自由な処分、法的な訴訟の当事者となる能
力を含む、加盟国における幅広い法人格を有
する共同体の機関として、欧州共同体設立条
約のなかで制度化されている（EC Council 
Regulation No.1361/2008）。 
② PPPとグローバル法 
EU は Horizon 2020 という、欧州全体の研

究力向上を目指して、2014 年から 2020 年の
間に総額 800 億ユーロを投じる EU 史上最大
規模の研究開発を促進するためのプログラム
を実施している。ロボット分野だけで、120を
超える研究プロジェクトがある。その中の
SPARC という PPP によるプロジェクトは、
Horizon 2020 から 7 億ユーロの助成を受ける
民間主導の最大のプロジェクトであり、欧州
委員会や欧州の研究機関、企業、非営利団体
など 180 以上の組織が参加している。 

Horizon 2020 に応募するさいに重要となる
のが研究計画書であるが、この研究計画書に
は、認識された倫理的課題に対してどのよう
に対処し、適応される法をどのように遵守す
るかなどに関する詳細な「倫理的自己評価」
の記入が義務づけられている（ European 
Comission 2015: 18.）。「倫理的自己評価」の
内容として、例えば、ヒトの胚および胎児に
関わる研究に関しては、ヒトのクローニング
やヒトの遺伝構成を改変することを目的とし
た研究、体細胞核移植技術を含む研究や幹細
胞の調達のためだけにヒトの胚を作製するた
めの研究、ヒトの胚の破壊につながる研究が
含まれていないことが確認されなければなら
ない。また、臨床研究の参加者の自主性の確
認や、参加者のインフォームド・コンセント
を明確に文書化する必要があること、個人情
報の取り扱いへの注意事項の確認、動物実験
における倫理規定の遵守の確認、環境と健康
への安全性の確認、 EU の輸出管理規則
（No.482/2009）における軍民両用技術に該当
するか否かなどについての詳細な検討項目へ
の回答と、それらへの対処が倫理原則および
国際法、EU 法、国内法に従っているかといっ
た こ と を 明 記 す る こ と が 求 め ら れ る
（European Commission 2018）。 

「倫理的自己評価」の作成には、民間の行
為主体も参加し、その内容は、先端科学・技術
分野におけるグローバル法を反映したもので
ある。そして、審査員によって「倫理的自己評
価」をもとに申請された研究が研究公正
（research integrity）を含む倫理原則や国
際法、EU法、国内法を遵守したものかどうか
が評価される。人権や人間の保護、動物の保
護と福祉、データの保護とプライバシー、環
境保護、研究成果の悪意ある利用、研究公正
なども評価の対象となる。その他にも、情報
の安全性の基準や、研究メンバーのジェンダ
ーバランスに関する基準などが存在し、それ
ら厳格な基準を満たした研究計画のみが、
Horizon 2020 の助成を受けることができるの
である（European Commission 2015: 18-19）。 

先端科学・技術の研究・開発には常に大規
模な予算が必要であり、Horizon 2020 のよう
な助成プログラムへの参加は、研究・開発の
ための大きな助けとなる。それゆえ、研究プ
ロジェクトの採択のためには、参加する研究
者や企業、研究機関は必然的に Horizon 2020
の政策や倫理的方針に基づく行動規範に従う
ことを約束せねばならない。また、EU以外の



研究者や企業、研究機関の参加も Horizon2020
への認めることによって、EU の先端科学・技
術ガバナンスの方針や行為規範を、EU以外か
らの参加者・機関にも適用することができ、
さらには、このような科学・技術ガバナンス
が未成熟な国の状況を改善する契機となるこ
とも期待できる。一方、プロジェクトの参加
者や参加機関にとっては、研究費の確保やリ
スクの分担だけではなく、国際的な研究機関
や大学、企業などとのネットワークや情報チ
ャンネルを広げることができ、また、自国に
ない実験機器やデータベースへのアクセスお
よび自国では認められていない実験を他国に
おいて実施する機会をえられることなどが、
参加する動機となる。 
 
（５）課題と今後の展望 

ただし、このような PPP の枠組みのなかで
のグローバル法や民間主導のガバナンスの活
用には課題がある。一つは、研究・開発の管
理・規制を実現するためには、研究プロジェ
クトの申請時における評価だけでは不十分で
あるという点である。そのために、研究途中
の評価や研究終了時の評価に加え、成果を得
てから何年かたった後にも評価を行うことが
必要となる。二つ目は、現在の倫理基準が主
にバイオテクノロジーに関する研究を対象と
している点である。今後は他分野の技術に関
わる研究を対象とした検討項目を作成する必
要があるであろう。そのさい、それぞれの分
野のグローバル法を参考にすることができ
る 。三つ目は、軍民両用技術の研究・開発に
関する取り扱いである。軍事に関わる研究に
関しては、大学や研究機関、学会が独自に携
わらない旨の声明を出し、構成員が軍事研究
に参加することを禁止しているところもある。
しかし、軍民両用技術や、公開された研究成
果の軍事利用に関しては議論が分かれる 。た
だ、そのような技術の研究・開発の管理・規制
が必要であることは認識されている 。そこで、
研究の情報や成果を公開することで、民主的
な判断ができるような状況を確保することが
必要となるだろう。また、この点に関しても、
助成機関だけではなく、プロジェクトに参加
する研究機関、大学、学会が各々方針を定め
基準を設けることも大切であると言える。 

今後の研究課題としては、このような先端
科学・技術の研究・開発とリスク管理の双方
を両立させることができるガバナンスのモデ
ルとして、国際的な PPP の制度化について検
討したい。 
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